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この説明書は、金融商品取引法第 46 条の４に定める金融商品取引業等に関する内閣府令第 174 条の

２の規定に基づき、インターネットの利用その他の方法により投資者が常に容易に閲覧することが

できるよう公表するために作成したものです。

（注）本説明書中の記載金額等は表示単位未満を切り捨てております。
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Ⅰ．当社の概況及び組織に関する事項

１．商号

岡三証券株式会社

２．登録年月日（登録番号）

2007 年 9 月 30 日（関東財務局長（金商）第 53 号）

３．沿革及び経営の組織

（1）会社の沿革

当社は2003 年 4 月 10日、岡三証券株式会社（1944 年 8月設立、現・株式会社岡三証券グループ）

の持株会社体制移行に際し、同社の完全子会社として設立され、今日に至っております。

年     月 沿             革

2003 年 4 月 岡三証券分割準備株式会社として資本金 1 億円にて設立。

本店 東京都中央区日本橋一丁目 17 番 6 号。

2003 年 7 月 有償株主割当増資により資本金 5億円となる。

証券会社として登録。

2003 年

2004 年

2006 年

2007 年

2008 年

2008 年

2011 年

2013 年

2022 年

2024 年

2026 年

10 月

1 月

12 月

9 月

4 月

8 月

1 月

9 月

1 月

6 月

7月

岡三証券株式会社（現・株式会社岡三証券グループ）より、

証券業その他の営業を承継するとともに、社名を岡三証券株式会社へ

変更し、営業を開始（資本金 50 億円）。

元引受業務の認可を受ける。

有価証券店頭デリバティブ取引業務の認可を受ける。

上海駐在員事務所を開設。

金融商品取引法に基づく金融商品取引業者として登録。

株式会社岡三経済研究所を吸収合併。

投資情報部門（現・グローバルリサーチ部門）を移転・集約して「岡三

グローバルリサーチセンター」を開設。

東京都中央区日本橋室町に室町本店を開設し、本社機能の一部を移転。

室町トレーディングルームを開設。

岡三オンライン証券株式会社を吸収合併。

登記上の本店所在地を東京都中央区日本橋室町二丁目2番1号に変更。

2026 年 7 月末国内拠点数：70 拠点
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（2）経営の組織 （2026 年７月１日現在）

当社の経営組織の概要は、次のとおりであります。

株式アドバイザー部

社

長

取

締

役

会

監
査
等
委
員
会
室

監

査

等

委

員

会

株

主

総

会

戦

略

会

議

会

長

商

品

戦

略

会

議

企 画 部

内 部 監 査 部

決 済 部

事 務 企 画 部

経 理 部

財 務 部

総 務 部

キ ャ リ ア 開 発 部

人 事 部

経 営 法 務 部

秘 書 室

企 画 部 門

シ ス テ ム 企 画 部

コンタクトセンター部

浅 草 支 店

新 宿 支 店

恵 那 支 店

刈 谷 支 店

金 山 支 店

浜 松 支 店

沼 津 支 店

津 支 店

尾 鷲 支 店

四 日 市 支 店

鈴 鹿 支 店

伊 勢 支 店

志 摩 支 店

名 古 屋 支 店

静 岡 支 店

松 阪 支 店

伊 賀 上 野 支 店

名 張 支 店

奈 良 支 店

京 都 支 店

神 戸 支 店

梅 田 支 店

阿 倍 野 支 店

藤 井 寺 支 店

東 大 阪 支 店

堺 支 店

千 里 支 店

和 歌 山 支 店

姫 路 支 店

宮 津 支 店

広 島 支 店

岡 山 支 店

玉 野 支 店

松 山 支 店

宇 和 島 支 店

宇 部 支 店

福 岡 支 店

熊 本 支 店

池 袋 支 店

長 久 手 支 店

大 阪 店

大 森 支 店

八 千 代 支 店

大 宮 支 店

八 王 子 支 店

プライベート
バンキング部

千 葉 支 店

仙 台 支 店

岡
三
か
ん
さ
い

証
券
カ
ン
パ
ニ
ー

岡
三
み
え

証
券
カ
ン
パ
ニ
ー

岡
三
に
し
に
ほ
ん

証
券
カ
ン
パ
ニ
ー

岡
三
と
う
か
い

証
券
カ
ン
パ
ニ
ー

札 幌 支 店

金 沢 支 店

柏 支 店

勝 田 支 店

法 務 部

コンプライアンス部

リ ス ク 管 理 部

友 好 証 券 部

商 品 業 務 部

お 客 さ ま 相 談 室

コンプライアンス部門

リテールカンパニー
統括部門

取 引 審 査 部

資産管理サポート部

D C 業 務 室

プ ロ ダ ク ト 開 発 部

マーケティング推進部

プロダクト・
ソリューション企画部

プロダクト・

ソリューション

開発推進部門

検 査 部

エクイ ティ 営業部

企 業 公 開 部

市 場 営 業 第 二 部

金 融 商 品 部

資 本 市 場 部

シ ン ジ ケ ー ト 部

市 場 営 業 第 一 部
グローバル

マーケッツ部門

投 資 銀 行 部 門

事 業 法 人 部

金 融 法 人 部

法 人 企 画 部

法 人 部 門

情 報 企 画 部

企 業 調 査 部

投 資 戦 略 部

上海駐 在員 事務所

ニューヨーク
駐在員事務所

グローバル
リサーチ部門

資産管理ビジネス部

デジタルマーケティング部

東海法人ユニット

東京法人ユニット

関西法人ユニット

西日本法人ユニット

岡
三
ひ
が
し
に
ほ
ん

証
券
カ
ン
パ
ニ
ー

シ ス テ ム 管 理 部

ＣＸ推進モニタリング部

エ ク イ テ ィ 部

投 資 調 査 部

グローバル
マーケッツ企画部

証券プラットフォーム
事業統括部

D X 開 発 部

D X 推 進 部

投 資 顧 問 部

銀 行 ビ ジ ネ ス 部

オンラインＩＴ推進部

オンライン
プロダクト事業部

オンライン総合管理部

岡
三
オ
ン
ラ
イ
ン

証
券
カ
ン
パ
ニ
ー

とうかいプライベート
バンキング部

かんさいプライベート
バンキング部

にしにほんプライベート
バンキング部

リ テ ー ル 企 画 部

引 受 審 査 部

リテール DX部門

岡
三
と
う
き
ょ
う

証
券
カ
ン
パ
ニ
ー

日 本 橋 室 町 本 店

渋 谷 支 店

A u r o r a プ ラ ザ

広
域
法
人

証
券
カ
ン
パ
ニ
ー
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４．株式の保有数の上位 10 位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株主等

の議決権に占める当該株式に係る議決権の数の割合

（2026 年 3 月 31 日現在）

氏 名 又は 名 称 保 有 株 式 数 割 合

株式会社岡三証券グループ 100 千株 100.00％

５．役員の氏名又は名称

（2026 年 3 月 31 日現在）

役 職 名 氏 名 担 当 職
代表権
の有無

常勤・非
常勤の別

代表取締役会長 新 芝 宏 之 有 常 勤

代表取締役社長
（兼 社長執行役員）

池 田 嘉 宏 有 常 勤

代表取締役副会長 田 中   充 有 常 勤

代 表 取 締 役
（兼 副社長執行役員）

相 澤 淳 一

リテールカンパニー統括部門・

プロダクト・ソリューション開

発推進部門管掌（ＣОО）兼改革

推進担当

有 常 勤

代 表 取 締 役
(兼 副社長執行役員）

長谷川 俟 也
広域法人部門・法人部門・投資

銀行部門長兼事業法人部担当
有 常 勤

代 表 取 締 役
(兼 副社長執行役員） 清 原 俊 和 人事部門管掌兼友好証券部担当 有 常 勤

代 表 取 締 役
（兼 常務執行役員）

中 川 貴 勝
コンプライアンス部門長兼リス

ク管理部担当
有 常 勤

取 締 役
（監査等委員）

比 護 正 史 － 非常勤

取 締 役
（監査等委員） 臼 井 壯之介 － 非常勤

取 締 役
（監査等委員） 永 井 幹 人 － 非常勤

取 締 役
（監査等委員）

神 谷   明 － 非常勤



－ 6 －

なお、最近日現在の役員の氏名及び担当職等は次のとおりであります。

（2026 年 7 月 1 日現在）

役 職 名 氏 名 担 当 職
代表権
の有無

常勤・非
常勤の別

代 表 取 締 役
取締役会議長

新 芝 宏 之 有 常 勤

代表取締役会長 相 澤 淳 一 有 常 勤

代表取締役社長
（兼 社長執行役員） 大 杉   茂 有 常 勤

代 表 取 締 役
(兼 副社長執行役員）

長谷川 俟 也

ホールセール本部共同本部長兼

広域法人証券カンパニー管掌、

法人部門・投資銀行部門長、事業

法人部・法人企画部担当

有 常 勤

取 締 役
(兼 副社長執行役員）

後藤田   晋

ホールセール本部共同本部長

兼グローバルマーケッツ部門・

グローバルリサーチ部門長、金

融商品部・市場営業第一部担当

無 常 勤

取 締 役
(兼 副社長執行役員）

田 中   拓 リテール本部長 無 常 勤

取 締 役
（兼 専務執行役員）

篠 原 達 芳 企画部門長 無 常 勤

代 表 取 締 役
（兼 常務執行役員）

中 川 貴 勝 コンプライアンス部門長 有 常 勤

取 締 役
（監査等委員）

比 護 正 史 － 非常勤

取 締 役
（監査等委員） 臼 井 壯之介 － 非常勤

取 締 役
（監査等委員）

永 井 幹 人 － 非常勤

取 締 役
（監査等委員）

神 谷   明 － 非常勤
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６．政令で定める使用人の氏名

（1）金融商品取引業に関し、法令等を遵守させるための指導に関する業務を統括する使用人

（2026 年 4 月 1 日現在）

氏    名 役  職  名

伊 佐 浩 明 執行役員（コンプライアンス部門副部門長兼

コンプライアンス部・法務部・お客さま相談室担当）

船 津 典 彦 理事（取引審査部・検査部担当）

大 北 誠 二 理事（取引審査部長）

橋 本 英 樹 コンプライアンス部長

小 黒 正 行 法務部長

馬 場 真 貴 子 お客さま相談室長

波 多 野 聡 検査部長

（2）投資助言業務又は投資運用業に関し、助言又は運用を行う部門を統括する使用人

（2026 年 3 月 31 日現在）

氏    名 役  職  名

守 重 直 哉 法人企画部長

窪 田 隆 志 投資顧問部長

野 口 友 愛 投資顧問部

リンウォン・ピナイ 投資顧問部
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７．業務の種別

（1）金融商品取引業                      （2026 年 3 月 31 日現在）

業  務  の  種  別

①第一種金融商品取引業

・金融商品取引法第 28 条第 1項第 1号に掲げる行為に係る業務

a. 有価証券の売買、市場デリバティブ取引又は外国市場デリバティブ取引

b. 有価証券の売買、市場デリバティブ取引又は外国市場デリバティブ取引の媒介、取次ぎ

又は代理

c. 取引所金融商品市場における有価証券の売買又は市場デリバティブ取引の委託の媒介、

取次ぎ又は代理

d. 外国金融商品市場における有価証券の売買又は外国市場デリバティブ取引の委託の

媒介、取次ぎ又は代理

e. 有価証券等清算取次ぎ

f. 有価証券の売出し

g. 有価証券の募集若しくは売出しの取扱い又は私募の取扱い

・金融商品取引法第 28 条第 1項第 2号に掲げる行為に係る業務

a. 店頭デリバティブ取引又はその媒介、取次ぎ若しくは代理

b. 店頭デリバティブ取引についての有価証券等清算取次ぎ

（暗号資産デリバティブを含む）

・有価証券の引受け

・有価証券等管理業務

②第二種金融商品取引業

③投資助言・代理業

④投資運用業

（2）金融商品取引業に付随する業務                （2026 年 3 月 31 日現在）

業  務  の  種  別

①有価証券の貸借業務並びにその媒介及び代理業務

②信用取引に付随する金銭の貸付業務

③保護預り有価証券担保貸付業務

④有価証券に関する顧客の代理業務

⑤受益証券に係る収益金、償還金及び解約金の支払いに係る代理業務

⑥投資証券等に係る金銭の分配、払戻金及び残余財産の分配並びに利息及び償還金の支払いに係る

代理業務

⑦累積投資契約の締結業務

⑧有価証券に関連する情報の提供及び助言（金融商品取引法第 2 条第 8 項第 11 号に掲げる行為に

該当するものを除く。）業務

⑨他の事業者の事業の譲渡、合併、会社の分割、株式交換、株式移転及び株式交付に関する相談に

応じ並びにこれらに関し仲介を行う業務

⑩他の事業者の経営に関する相談に応じる業務

⑪譲渡性預金その他金銭債権（有価証券に該当するものを除く。）の売買及びその媒介並びに  

取次ぎ及び代理業務
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８．本店その他の営業所又は事務所の名称及び所在地         （2026 年 7 月 21 日現在）

名   称 所     在     地

本 店 〒103-0022 東京都中央区日本橋室町 2-2-1
兜 町 オ フ ィ ス 〒103-0026 東京都中央区日本橋兜町 1-4
岡三コンタクトセンター 〒111-0053 東京都台東区浅草橋 1-22-16
札 幌 支 店 〒060-0002 北海道札幌市中央区北二条西 3-1-8
仙 台 支 店 〒980-0811 宮城県仙台市青葉区一番町 3-6-1
千 葉 支 店 〒260-0015 千葉県千葉市中央区富士見 1-15-9
柏 支 店 〒277-0005 千葉県柏市柏 2-6-8
勝 田 支 店 〒312-0045 茨城県ひたちなか市勝田中央 12-15
八 千 代 支 店 〒276-0032 千葉県八千代市八千代台東 1-1-10
大 宮 支 店 〒330-0854 埼玉県さいたま市大宮区桜木町 1-7-5
熊谷サテライトプレイス 〒360-0037 埼玉県熊谷市筑波 2-48-1
八 王 子 支 店 〒192-0082 東京都八王子市東町 7-6
横 浜 支 店 〒231-0015 神奈川県横浜市神奈川区鶴屋町 2-23-2
プライベートバンキング部 〒103-0022 東京都中央区日本橋室町 2-2-1
日 本 橋 室 町 本 店 〒103-0022 東京都中央区日本橋室町 1-5-5
渋 谷 支 店 〒150-0031 東京都渋谷区桜丘町 9-17
三軒茶屋サテライトプレイス 〒154-0023 東京都世田谷区若林 1-18-10
自由が丘サテライトプレイス 〒152-0035 東京都目黒区自由が丘 1-3-19
碑文谷サテライトプレイス 〒152-0003 東京都目黒区碑文谷 3-1-1
新 宿 支 店 〒163-1502 東京都新宿区西新宿 1-6-1
千歳烏山サテライトプレイス 〒157-0062 東京都世田谷区南烏山 5-15-10
三鷹サテライトプレイス 〒180-0006 東京都武蔵野市中町 1-20-8
池 袋 支 店 〒170-6048 東京都豊島区東池袋 3-1-1
成増サテライトプレイス 〒175-0094 東京都板橋区成増 1-30-13
浅 草 支 店 〒111-0034 東京都台東区雷門 2-19-16
大 森 支 店 〒140-0013 東京都品川区南大井 6-27-18
名 古 屋 支 店 〒450-0002 愛知県名古屋市中村区名駅 4-5-28
恵 那 支 店 〒509-7201 岐阜県恵那市大井町 201-10
静 岡 支 店 〒420-0857 静岡県静岡市葵区御幸町 4-1
刈 谷 支 店 〒448-0858 愛知県刈谷市若松町 2-101
金 山 支 店 〒460-0022 愛知県名古屋市中区金山 1-11-28
浜 松 支 店 〒430-0944 静岡県浜松市中央区田町 324-3
沼 津 支 店 〒410-0801 静岡県沼津市大手町 2-4-1
長 久 手 支 店 〒465-0048 愛知県名古屋市名東区藤見が丘 16
金 沢 支 店 〒920-0919 石川県金沢市南町 6-1
津 支 店 〒514-0032 三重県津市中央 5-20
津 支 店 別 館 〒514-0032 三重県津市中央 6-5
尾 鷲 支 店 〒519-3652 三重県尾鷲市古戸町 12-11
四 日 市 支 店 〒510-0086 三重県四日市市諏訪栄町 20-11
鈴 鹿 支 店 〒513-0809 三重県鈴鹿市西条 4-87-2
伊 勢 支 店 〒516-0074 三重県伊勢市本町 11-1
志 摩 支 店 〒517-0501 三重県志摩市阿児町鵜方 4042
松 阪 支 店 〒515-0083 三重県松阪市中町 6-8-1
伊 賀 上 野 支 店 〒518-0861 三重県伊賀市上野東町 2920
名 張 支 店 〒518-0775 三重県名張市希央台 5 番町 11
大 阪 店 〒541-0042 大阪府大阪市中央区今橋 1-8-7
梅 田 支 店 〒530-0001 大阪府大阪市北区梅田 1-12-17
阿 倍 野 支 店 〒545-0052 大阪府大阪市阿倍野区阿倍野筋 3-10-1-100
藤 井 寺 支 店 〒583-0027 大阪府藤井寺市岡 2-10-30
東 大 阪 支 店 〒577-0056 大阪府東大阪市長堂 1-11-22
堺 支 店 〒590-0048 大阪府堺市堺区一条通 20-1
千 里 支 店 〒565-0862 大阪府吹田市津雲台 1-2-D9
千里中央サテライトプレイス 〒560-0082 大阪府豊中市新千里東町 1-5-3
奈 良 支 店 〒630-8231 奈良県奈良市本子守町 1-1
京 都 支 店 〒600-8007 京都府京都市下京区四条通東洞院東入立売西町 66
神 戸 支 店 〒650-0021 兵庫県神戸市中央区三宮町 1-1-2
和 歌 山 支 店 〒640-8157 和歌山県和歌山市八番丁 11
姫 路 支 店 〒670-0911 兵庫県姫路市十二所前町 45
宮 津 支 店 〒626-0041 京都府宮津市鶴賀 2066-69
広 島 支 店 〒730-0051 広島県広島市中区大手町 2-8-4
岡 山 支 店 〒700-0904 岡山県岡山市北区柳町 1-1-27
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名   称 所     在     地

玉 野 支 店 〒706-0002 岡山県玉野市築港 2-4-12
松 山 支 店 〒790-0005 愛媛県松山市花園町 1-3
八幡浜サテライトプレイス 〒796-0035 愛媛県八幡浜市須崎 2-5-2
宇 和 島 支 店 〒798-0034 愛媛県宇和島市錦町 3-20
宇 部 支 店 〒755-0043 山口県宇部市相生町 9-7
福 岡 支 店 〒810-0001 福岡県福岡市中央区天神 2-8-35
熊 本 支 店 〒860-0803 熊本県熊本市中央区新市街 11-18
菊陽町サテライトプレイス 〒869-1108 熊本県菊池郡菊陽町光の森 7-23-12
ウェルスマネジメント Aurora プラザ 〒543-0073 大阪府大阪市天王寺区生玉寺町 3-3

（注）1． 2025 年 5 月 1 日付で、「白山サテライトプレイス」を廃止いたしました。
2． 2025 年 6 月 2 日付で、「白金高輪サテライトプレイス」を廃止いたしました。
3. 2025 年 10 月 27 日付で、横浜支店を移転いたしました。（旧所在地：神奈川県横浜市中区尾上町 2-

27）
4. 2025 年 11 月 10 日付で、「ウェルスマネジメント Aurora プラザ」を開設いたしました。
5. 2026 年 4 月 1 日付で、浅草サテライトプレイス、大森サテライトプレイスを廃止し、「浅草支店」、

「大森支店」を開設いたしました。
6. 2026 年 6 月 1 日付で、「渋谷支店」を設置、大森支店を移転（旧所在地：東京都品川区南大井 6-28-

11）、東京中央店を「新宿支店」に名称変更いたしました。
7. 2026 年 7 月 1 日付で、「千里中央サテライトプレイス」を開設いたしました。
8. 2026 年 7 月 13 日付で、浅草支店を移転いたしました。（旧所在地：東京都台東区雷門 2-4-8）
9. 2026 年 7 月 21 日付で、福岡支店を移転いたしました。（旧所在地：福岡県福岡市中央区天神 1-9-

17）

９．他に行っている事業の種類                 （2026 年 3 月 31 日現在）

他に行っている事業の種類

①銀行法に定める銀行代理業および同法により銀行代理業者が営むことができるその他の業務

②宅地建物取引業法に定める宅地建物取引業および同法により宅地建物取引業者が営むことが

できるその他の業務

③貸金業その他金銭の貸付け又は金銭の貸借の媒介に係る業務

④組合契約の締結並びにその媒介、取次ぎ及び代理業務

⑤匿名組合契約の締結並びにその媒介、取次ぎ及び代理業務

⑥保険業法に規定する保険募集

⑦確定拠出年金法に規定する確定拠出年金運営管理業

⑧国民年金基金連合会の委託を受けて行う個人型年金に係る受付業務

⑨信託業法に規定する信託契約代理業

⑩顧客に対し他の事業者のあっせん又は紹介を行う業務



－ 11 －

10．指定紛争解決機関及び加入する金融商品取引業協会等の名称

（1）指定紛争解決機関（第一種金融商品取引業）

特定非営利活動法人証券・金融商品あっせん相談センター

（2）加入する金融商品取引業協会

日本証券業協会、一般社団法人資産運用業協会、一般社団法人第二種金融商品取引業協会

一般社団法人金融先物取引業協会

（3）対象事業者となる認定投資者保護団体（第二種金融商品取引業）

特定非営利活動法人証券・金融商品あっせん相談センター

11．会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号

     札幌証券取引所、東京証券取引所、大阪取引所、名古屋証券取引所、福岡証券取引所、

     東京金融取引所

12．加入する投資者保護基金の名称

     日本投資者保護基金

13．金融商品取引業等に関する内閣府令第７条第３号イ及び第３号の２から第９号までに掲げる  

事項のうち当社が行う業務

     有価証券関連業

14．苦情処理及び紛争解決の体制

（1）第一種金融商品取引業

特定非営利活動法人証券・金融商品あっせん相談センター（以下、「ＦＩＮＭＡＣ」という。）

との間で特定第一種金融商品取引業務に係る手続実施基本契約を締結する措置

（2）第二種金融商品取引業

一般社団法人第二種金融商品取引業協会（ＦＩＮＭＡＣに業務委託）を利用する措置

（3）投資助言・代理業

一般社団法人資産運用業協会（ＦＩＮＭＡＣに業務委託）を利用する措置

（4）貸金業

日本貸金業協会との間で貸金業業務に係る手続実施基本契約を締結する措置

（5）投資運用業

一般社団法人資産運用業協会（ＦＩＮＭＡＣに業務委託）を利用する措置
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Ⅱ．業務の状況に関する事項

１．当期の業務の概要

当年度におけるわが国経済は緩やかに回復しました。企業収益は米相互関税の不透明感が和らぐ

なか、高水準を維持し、設備投資も省人化・省力化投資などの推進により、堅調さを維持しました。

また、賃上げの流れが継続するなか、コメ価格の上昇一服やガソリンの暫定税率廃止を背景に、全

国消費者物価指数（生鮮食品除く総合指数、コアＣＰＩ）は上昇幅を縮小し、実質賃金に改善がみ

られました。

こうした環境のなか、日経平均株価は、米政権の相互関税政策発表を受け、４月に一時 31,000 円

を下回る水準まで急落しましたが、関税措置の 90 日間停止が発表されると、値を戻す展開となり

ました。その後は、米連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）による早期利下げ観測の高まりや日米関税合

意などを背景に堅調に推移しました。10 月以降も高市内閣の発足による積極財政への期待や米中

貿易摩擦の緩和が追い風となり、上昇基調が継続しました。１月以降は、衆議院の解散、総選挙で

の自民党の圧勝を受け、史上最高値を更新する場面もありましたが、年度末にかけては中東情勢の

悪化を受け急速に上げ幅を縮小し、日経平均株価は 51,063 円 72 銭で当年度の取引を終えました。

債券市場では、４月初旬に 10 年物国債利回りが一時 1.1％台まで急低下しましたが、その後は

日銀の利上げ観測等を背景に、緩やかな上昇傾向が続きました。秋以降は、高市新政権による拡張

的な財政政策への警戒感から金利は一段と上昇し、１月には 2.3％台に達しました。年度末にかけ

ては、中東情勢の緊迫化を受けた原油価格の上昇によりインフレ懸念が強まるなかで、10 年物国

債利回りは 2.345％で当年度の取引を終えました。為替市場では、４月に円相場は対ドルで一時 139

円台まで円高が進行しましたが、米英の貿易協定締結や米中の関税引き下げ合意などを受けて、円

安基調に転じました。その後も、米物価上昇懸念や高市内閣の発足に伴う財政拡大観測から円安が

一段と進行しました。１月以降も米利下げ観測の後退や衆院選での自民党圧勝などから 160 円近辺

まで円安が進みましたが、日米当局による為替介入への警戒感から、一時 152 円台まで円は買い戻

される展開となりました。ただ、インフレ懸念から、年度末には再び円安ドル高が進み、１ドル＝

158 円台後半で当年度の取引を終えました。

このような状況のもと当社では、岡三証券グループが中期経営計画に掲げる成長戦略に基づき、

持続的な成長を実現するための経営基盤の確立を推進しました。当社を軸として証券ビジネスに必

要なあらゆる機能の基盤を提供する証券プラットフォーム事業の取り組みでは、グループ会社の三

縁証券株式会社（現・三縁証券ウェルスマネジメント株式会社）において国内最大規模となる金融

商品仲介業者への転換を実施しました。また、引き続き岡三ＢＡＮＫや岡三ＵＢＳファンドラップ

をはじめとする各種ソリューションを活用した資産管理型ビジネスの推進により、ストック型収益

の拡大に努めました。対面コンサルティングを軸とするデジタル戦略領域の強化を図るなか、自社

開発の新たな営業支援・顧客管理システムを導入したほか、お客さま向けスマートフォンアプリ「Ｏ

ＫＡＳＡＮ Ｐｌｕｓ」をリリースしました。

以上の結果、当年度における当社の営業収益は 807 億 28 百万円（前年度比 19.4％増）、純営業収

益は 770 億 67 百万円（同 17.3％増）となりました。販売費・一般管理費は 631 億 39 百万円（同

15.0％増）となり、経常利益は 138 億 59 百万円（同 26.1％増）、当期純利益は 98 億 47 百万円（同

28.7％増）となりました。
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【受入手数料】

受入手数料の合計は531億４百万円（前年度比33.2％増）となりました。主な内訳は次のとお

りです。

① 委託手数料

当年度における東証の１日平均売買高（内国普通株式）は33億89百万株(前年度比24.9％増)、売

買代金は７兆1,016億円(同33.1％増)となりました。こうしたなか、当社においては、株式委託売

買代金が前年度比で増加しました。

これらの結果、株式委託手数料は215億45百万円（同38.4％増）となり、委託手数料の合計は221

億49百万円（同37.8％増）となりました。

② 引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料

当年度における株式の引受けは、大型ＩＰＯ案件やＰＯ主幹事案件が寄与し、引受金額が増

加しました。また、債券の引受けは、社債や地方債の引受金額が前年度比で増加しました。

これらの結果、株式の手数料は６億98百万円（前年度比13.3％増）、債券の手数料は11億33百

万円（同37.4％増）となり、株式・債券を合わせた引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧

誘等の手数料の合計は18億31百万円（同27.1％増）となりました。

③ 募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料、その他の受入手数料

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料、その他の受入手数料につきまし

ては、投資信託関連収益がその大半を占めています。

当年度における公募投資信託の販売額は、前年度比で増加しました。ＡＩ関連企業や電力関

連企業に投資するファンドのほか、日本の次世代産業を担う企業に投資するファンドの販売が

堅調となりました。

これらの結果、募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料は152億57百万円

（前年度比31.0％増）となりました。また、その他の受入手数料については、主に投資信託の

信託報酬等により138億65百万円（同29.4％増）となりました。
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【トレーディング損益】

株券等トレーディング損益は主に米国株式を中心とした外国株式の国内店頭取引等によるもの

であり、また、債券等トレーディング損益は国内外債券の顧客向け取扱いやポジション管理等に伴

うものであります。

当年度においては、外国株式国内店頭取引による売買代金が前年度比で減少しました。また、日

本国債に係るトレーディングは、国内金利上昇等の影響を受けました。

これらの結果、株券等トレーディング損益は174億34百万円（前年度比8.9％減）、債券等トレーデ

ィング損益は20億91百万円（同39.8％減）となり、その他のトレーディング損益３億18百万円（同

46.4％減）を含めたトレーディング損益の合計は198億44百万円（前年度比14.5％減）となりました。

【金融収支】

国内金利上昇等の影響を受け、金融収益は77億78百万円（前年度比71.0％増）、金融費用は36億60

百万円（同90.8％増）となり、差引の金融収支は41億18百万円（同56.6％増）となりました。

【販売費・一般管理費】

販売費・一般管理費は、人件費や取引関係費の増加等により、631億39百万円（前年度比15.0％増）

となりました。

【営業外損益及び特別損益】

営業外収益は２億16百万円、営業外費用は２億84百万円となりました。また、特別損失は２億87

百万円となりました。
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２．業務の状況を示す指標

（1）経営成績等の推移                                      （単位：百万円）

期別

区分
2024年3月期 2025年3月期 2026年3月期

資 本 金 5,000 5,000 5,000

発 行 済 株 式 総 数 100,000 株 100,000 株 100,000 株

営 業 収 益 70,326 67,635 80,728

( 受 入 手 数 料 )( 39,496 ) ( 39,869 ) ( 53,104 )

(( 委 託 手 数 料 )) (( 16,550 )) (( 16,068 )) (( 22,149 ))

(( 引受け・売出し・特定投資家

向け売付け勧誘等の手数料 ))
(( 1,457 )) (( 1,440 )) (( 1,831 ))

(( 募集・売出し・特定投資家向

け売付け勧誘等の取扱手数料 ))
(( 12,923 )) (( 11,648 )) (( 15,257 ))

(( そ の 他 の 受 入 手 数 料 )) (( 8,563 )) (( 10,712 )) (( 13,865 ))

( ト レ ー デ ィ ン グ 損 益 )( 27,828 ) ( 23,217 ) ( 19,844 )

(( 株券等トレーディング損益 )) (( 21,846 )) (( 19,145 )) (( 17,434 ))

(( 債券等トレーディング損益 )) (( 6,125 )) (( 3,476 )) (( 2,091 ))

(( その他のトレーディング損益 )) (( △143 )) (( 595 )) (( 318 ))

純 営 業 収 益 68,611 65,716 77,067

経 常 損 益 13,877 10,987 13,859

当 期 純 損 益 10,632 7,652 9,847

（2）有価証券引受・売買等の状況

① 株券の売買高の推移（先物取引を除く）                （単位：百万円）

期別
区分

2024年3月期 2025年3月期 2026年3月期

自      己 2,591,419 3,357,470 4,289,487

委      託 10,057,593 10,445,295 13,387,426

計 12,649,012 13,802,765 17,676,913
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② 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、

売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況

（単位：百万円）

区  分 引 受 高 売 出 高

特定投資

家向け売

付け勧誘

等の総額

募 集 の

取 扱 高

売出しの

取 扱 高

私 募 の

取 扱 高

特定投資家

向け売付け

勧 誘 等 の

取 扱 高

2024 年

3 月期

株 券 9,164 9,727 － － － － －

国 債 証 券 － － － 2,840 － － －

地方債証券 151,314 － － 150,414 － － －

特 殊 債 券 50,600 － － 49,000 － － －

社 債 券
662,815

(  －)

－

(  －)

－

(  －)

149,815

(  －)

－

(  －)

493,000

(  －)

－

(  －)

受 益 証 券
－

(  －)

－

(  －)

－

(  －)

1,765,172

(24,322)

－

(  －)

155,914

(  －)

－

(  －)

そ の 他 － － － － － － －

2025 年

3 月期

株 券 11,287 11,710 － － － － －

国 債 証 券 － － － 2,180 － － －

地方債証券 150,629 － － 152,049 － － －

特 殊 債 券 101,420 － － 94,410 － － －

社 債 券
602,500

(  －)

－

(  －)

－

(  －)

145,000

(  －)

－

(  －)

426,600

(  －)

－

(  －)

受 益 証 券
－

(  －)

－

(  －)

－

(  －)

1,588,950

(25,042)

－

(  －)

37,604

(  －)

－

(  －)

そ の 他 － － － － － － －

2026 年

3 月期

株 券 12,913 14,952 － － － － －

国 債 証 券 － － － 3,968 － － －

地方債証券 174,631 － － 168,391 － － －

特 殊 債 券 60,290 － － 59,300 － － －

社 債 券
419,975

(  －)

－

(  －)

－

(  －)

167,475

(  －)

－

(  －)

229,100

(  －)

－

(  －)

受 益 証 券
－

(  －)

－

(  －)

－

(  －)

2,280,816

(108,954)

－

(  －)

70,100

(  －)

－

(  －)

そ の 他 － － － － － － －

（注） （   ）内は、外国証券に係る数値で、内書きであります。
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（3）その他業務の状況

① 保険業法に規定する保険募集の状況

期      別 取   扱   高

2024 年 3 月期 304 百万円

2025 年 3 月期 834 百万円

2026 年 3 月期 15,152 百万円

② 確定拠出年金運営管理業務の状況

期      別
企  業  型 個  人  型

受託件数 拠出残高 受託件数 拠出残高

2024 年 3 月期 26 件 5,904 百万円 166 件 3,610 百万円

2025 年 3 月期 69 件 6,056 百万円 258 件 3,766 百万円

2026 年 3 月期 172 件 7,885 百万円 191 件 4,987 百万円

③ 顧客に対し他の事業者のあっせん又は紹介を行う業務の状況

期      別 契 約 件 数

2024 年 3 月期 22 件

2025 年 3 月期 18 件

2026 年 3 月期 31 件

当社が行っております上記以外のその他業務の内容につきましては、「Ⅰ.当社の概況及び

組織に関する事項 ９．他に行っている事業の種類」をご覧ください。
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（4）自己資本規制比率の状況                                      （単位：百万円）

期 別

区 分
2024年3月期 2025年3月期 2026年3月期

基 本 的 項 目 (Ａ) 75,372 77,372 85,219

その他有価証券評価差額金（評価益） 30 44 25

金 融 商 品 取 引 責 任 準 備 金 843 1,001 1,212

補 完 的 項 目 一 般 貸 倒 引 当 金 53 25 11

短 期 劣 後 債 務 4,000 － －

計 (Ｂ) 4,927 1,071 1,249

控 除 資 産 (Ｃ) 11,660 12,081 13,108

固定化されていな

い 自 己 資 本 の 額
（Ａ） ＋（Ｂ）－（Ｃ） (Ｄ) 68,639 66,362 73,360

市 場 リ ス ク 相 当 額 6,484 5,386 3,696

リ ス ク 相 当 額 取 引 先 リ ス ク 相 当 額 2,392 1,839 2,467

基 礎 的 リ ス ク 相 当 額 13,176 13,796 15,241

計 (Ｅ) 22,052 21,022 21,405

自己資本規制比率 （Ｄ）／（Ｅ）× １００ 311.2% 315.6% 342.7%

（注）短期劣後債務は劣後特約付借入金であります。

（5）使用人の総数及び外務員の総数                                      （単位：人）

区     分 2024 年 3 月期末 2025 年 3 月期末 2026 年 3 月期末

使 用 人        2,433 2,522 2,699

（うち 外 務 員） 2,343 2,430 2,612
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Ⅲ．財産の状況に関する事項

１．経理の状況

（1）貸借対照表                               （単位：百万円）

科     目

前事業年度 当事業年度

（2025 年 3 月 31 日） （2026 年 3 月 31 日）

金     額 金     額

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

  現 金 ・ 預 金 23,751 48,735

  預 託 金 82,338 110,796

    顧 客 分 別 金 信 託 80,200 108,600

    そ の 他 の 預 託 金 2,138 2,196

  ト レ ー デ ィ ン グ 商 品 519,284 403,448

    商 品 有 価 証 券 等 519,246 403,101

    デ リ バ テ ィ ブ 取 引 37 346

  信 用 取 引 資 産 61,501 74,909

    信 用 取 引 貸 付 金 56,915 70,186

    信用 取引 借証 券 担保金 4,586 4,723

  有 価 証 券 担 保 貸 付 金 473,712 520,603

   借 入 有 価 証 券 担 保 金 20,005 25,000

    現 先 取 引 貸 付 金 453,707 495,603

  立 替 金 1,094 7,926

  短 期 差 入 保 証 金 21,767 22,408

  短 期 貸 付 金 6,515 8,206

  未 収 収 益 3,796 4,760

  そ の 他 の 流 動 資 産 1,787 1,466

  貸 倒 引 当 金 △ 25 △ 11

    流 動 資 産 計 1,195,524 1,203,250

固 定 資 産

  有 形 固 定 資 産 2,432 2,390

    建 物 1,622 1,600

    器 具 備 品 769 753

    リ ー ス 資 産 41 36

  無 形 固 定 資 産 916 913

    ソ フ ト ウ ェ ア 788 785

    そ の 他 127 127

  投 資 そ の 他 の 資 産 7,471 8,623

    投 資 有 価 証 券 906 809

    長 期 差 入 保 証 金 3,729 3,871

    繰 延 税 金 資 産 54 397

    そ の 他 3,484 4,279

    貸 倒 引 当 金 △ 703 △ 734

      固 定 資 産 計 10,820 11,927

    資 産 合 計 1,206,344 1,215,178
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（単位：百万円）

科     目

前事業年度 当事業年度

（2025 年 3 月 31 日） （2026 年 3 月 31 日）

金     額 金     額

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債

  ト レ ー デ ィ ン グ 商 品 461,861 368,235

    商 品 有 価 証 券 等 461,861 367,979

    デ リ バ テ ィ ブ 取 引 － 256

  約 定 見 返 勘 定 23,736 40,219

  信 用 取 引 負 債 10,198 15,780

    信 用 取 引 借 入 金 5,082 8,483

    信 用 取 引 貸 証 券 受 入 金 5,116 7,297

  有 価 証 券 担 保 借 入 金 363,868 404,726

有価証券貸借取引受入金 40,106 54,271

現 先 取 引 借 入 金 323,761 350,454

  預 り 金 55,754 97,112

  受 入 保 証 金 30,388 38,133

  有価証券等受入未了勘定 0 2

  短 期 借 入 金 164,075 144,775

  未 払 金 870 1,805

  未 払 法 人 税 等 672 3,203

  賞 与 引 当 金 2,120 3,180

  そ の 他 の 流 動 負 債 2,658 3,786

    流 動 負 債 計 1,116,203 1,120,960

固 定 負 債

  退 職 給 付 引 当 金 4,527 4,263

  資 産 除 去 債 務 1,414 1,390

  そ の 他 の 固 定 負 債 128 106

    固 定 負 債 計 6,070 5,760

特 別 法 上 の 準 備 金

  金融商品取引責任準備金 1,001 1,212

    特 別 法 上 の 準 備 金 計 1,001 1,212

    負 債 合 計 1,123,275 1,127,933

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本

  資 本 金 5,000 5,000

  資 本 剰 余 金

    資 本 準 備 金 29,199 29,199

    そ の 他 剰 余 金 3,353 3,353

    資 本 剰 余 金 合 計 32,553 32,553

  利 益 剰 余 金

    そ の 他 利 益 剰 余 金

      別 途 積 立 金 10,000 10,000

      繰 越 利 益 剰 余 金 35,471 39,665

    利 益 剰 余 金 合 計 45,471 49,665

株 主 資 本 合 計 83,024 87,219

評 価 ・ 換 算 差 額 等

    その他有価証券評価差額金 44 25

    評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 44 25

    純 資 産 合 計 83,069 87,244

    負 債 ・ 純 資 産 合 計 1,206,344 1,215,178
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（2）損益計算書                            （単位：百万円）

科     目

前事業年度 当事業年度

自 2024 年 4 月 1 日 自 2025 年 4 月 1 日

至 2025 年 3 月 31 日 至 2026 年 3 月 31 日

金     額 金     額

営 業 収 益

  受 入 手 数 料 39,869 53,104

    委 託 手 数 料 16,068 22,149

    引受け・売出し・特定投資家

  向け売付け勧誘等の手数料 1,440 1,831

    募 集 ・ 売 出 し ・ 特 定 投 資 家

向け売付け勧誘等の取扱手数料 11,648 15,257

    そ の 他 の 受 入 手 数 料 10,712 13,865

  ト レ ー デ ィ ン グ 損 益 23,217 19,844

  金 融 収 益 4,548 7,778

    営 業 収 益 計 67,635 80,728

金 融 費 用 1,918 3,660

純 営 業 収 益 65,716 77,067

販 売 費 ・ 一 般 管 理 費

  取 引 関 係 費 8,467 11,980

  人 件 費 25,837 29,516

  不 動 産 関 係 費 7,431 6,784

  事 務 費 10,632 12,315

  減 価 償 却 費 617 574

  租 税 公 課 814 890

  貸 倒 引 当 金 繰 入 れ △ 25 △ 13

  そ の 他 1,138 1,090

    販 売 費 ・ 一 般 管 理 費 計 54,914 63,139

営 業 利 益 10,802 13,928

営 業 外 収 益 246 216

営 業 外 費 用 61 284

経 常 利 益 10,987 13,859

特 別 損 失

減 損 損 失 48 76

  金融商品取引責任準備金繰入れ 157 211

    特 別 損 失 計 206 287

税 引 前 当 期 純 利 益 10,781 13,572

  法人税、住民税及び事業税 2,503 4,058

  法 人 税 等 調 整 額 625 △ 334

法 人 税 等 合 計 3,128 3,724

当 期 純 利 益 7,652 9,847
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（3）株主資本等変動計算書

   （単位：百万円）

株 主 資 本 評価・換算差額等

純 資 産
合 計株 主 資 本

合 計
その他有価証券
評 価 差 額 金

当期首残高 84,004 30 84,034

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △8,632 △8,632

当期純利益 7,652 7,652

株主資本以外の

項目の事業年度中

の変動額（純額）

14 14

事業年度中の変動額

合計
△979 14 △965

当期末残高 83,024 44 83,069

前事業年度（自 2024 年 4 月 1 日 至 2025 年 3 月 31 日） （単位：百万円）

株   主   資   本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資   本    
準 備 金

その他資本
剰 余 金

資本剰余金
合 計

その他利益剰余金 利 益   
剰 余 金  
合 計

別   途    
積 立 金

繰 越 利 益
剰 余 金

当期首残高 5,000 29,199 3,353 32,553 10,000 36,450 46,450

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △8,632 △8,632

当期純利益 7,652 7,652

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額（純額）

事業年度中の変動額
合計

－ － － － － △979 △979

当期末残高 5,000 29,199 3,353 32,553 10,000 35,471 45,471
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   （単位：百万円）

株 主 資 本 評価・換算差額等

純 資 産
合 計株 主 資 本

合 計
その他有価証券
評 価 差 額 金

当期首残高 83,024 44 83,069

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △5,652 △5,652

当期純利益 9,847 9,847

株主資本以外の

項目の事業年度中

の変動額（純額）

△19 △19

事業年度中の変動額

合計
4,194 △19 4,175

当期末残高 87,219 25 87,244

当事業年度（自 2025 年 4 月 1 日 至 2026 年 3 月 31 日） （単位：百万円）

株   主   資   本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資   本    
準 備 金

その他資本
剰 余 金

資本剰余金
合 計

その他利益剰余金 利 益   
剰 余 金  
合 計

別   途    
積 立 金

繰 越 利 益
剰 余 金

当期首残高 5,000 29,199 3,353 32,553 10,000 35,471 45,471

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △5,652 △5,652

当期純利益 9,847 9,847

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額（純額）

事業年度中の変動額
合計

－ － － － － 4,194 4,194

当期末残高 5,000 29,199 3,353 32,553 10,000 39,665 49,665
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〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕

前事業年度 当事業年度

自 2024 年 4 月 1 日 自 2025 年 4 月 1 日

至 2025 年 3 月 31 日 至 2026 年 3 月 31 日

１．トレーディングに関する有価証券等の評価基

準及び評価方法

トレーディングに関する有価証券及びデリ

バティブ取引等については時価法を採用して

おります。

１．トレーディングに関する有価証券等の評価基

準及び評価方法

同左

２．トレーディング関連以外の有価証券の評価基

準及び評価方法

その他有価証券

(1)市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。

(2) 市場価格のない株式等

移動平均法による原価法を採用しておりま

す。

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類

する組合への出資（金融商品取引法第２条第

２項により有価証券とみなされるもの）につ

いては、組合契約に規定される決算報告日に

応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、

持分相当額を純額で取り込む方法によってお

ります。

デリバティブ取引

時価法を採用しております。

２．トレーディング関連以外の有価証券の評価基

準及び評価方法

その他有価証券

(1)市場価格のない株式等以外のもの

同左

(2) 市場価格のない株式等

同左

デリバティブ取引

同左
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前事業年度 当事業年度

自 2024 年 4 月 1 日 自 2025 年 4 月 1 日

至 2025 年 3 月 31 日 至 2026 年 3 月 31 日

３．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

ただし､1998 年 4 月 1 日以降に取得した建

物(附属設備を除く)並びに 2016 年 4 月 1 日

以降に取得した建物附属設備及び構築物につ

いては、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建   物    3～50 年

器具・備品    3～15 年

３．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

      同左

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、ソフト

ウェアについては、社内における利用可能期

間(5 年)に基づいております。

(3) リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法を採用しております。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

      同左

(3) リース資産

      同左
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前事業年度 当事業年度

自 2024 年 4 月 1 日 自 2025 年 4 月 1 日

至 2025 年 3 月 31 日 至 2026 年 3 月 31 日

４．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、当社所定

の計算方法による支給見積額の当事業年度負

担額を計上しております。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年

度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（5 年）による定額法により按分した

額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理

することとしております。

４．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

同左

(3) 退職給付引当金

同左

(4) 金融商品取引責任準備金

有価証券の売買その他の取引又はデリバテ

ィブ取引等に関して生じた事故による損失に

備えるため、金融商品取引法の規定に基づき

計上しております。

(4) 金融商品取引責任準備金

同左
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前事業年度 当事業年度

自 2024 年 4 月 1 日 自 2025 年 4 月 1 日

至 2025 年 3 月 31 日 至 2026 年 3 月 31 日

５．重要な収益の計上基準

委託手数料は、主に株式等の売買注文の取

次ぎから生じる手数料であります。売買注文

を流通市場に取次ぐ履行義務は約定日等に充

足されるため、当該一時点で収益を認識して

おります。

引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧

誘等の手数料は、有価証券の引受け、売出し

（有価証券の買付けの申し込み又は売付けの

期間を定めて行うものに限る。）又は特定投

資家向け売付け勧誘等を行ったことにより発

行会社等から受入れる手数料であります。一

般的に、条件決定日に引受責任を負う義務等

を充足したとして、当該一時点で収益を認識

しております。

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘

等の取扱手数料は、有価証券等の募集若しく

は売出しの取扱い又は私募若しくは特定投資

家向け売付け勧誘等の取扱いを行ったことに

より引受会社等から受入れる手数料でありま

す。一般的に、募集等申込日に販売等の義務

を充足したとして、当該一時点で収益を認識

し、受益証券等で売買形式による場合は委託

手数料に準じて収益を認識しております。

その他の受入手数料に含まれる投資信託の

運用、管理により生じる代行手数料は、投資

信託の信託約款に基づき、投資信託財産の

日々の純資産総額に対する一定割合を日々収

益として認識しております。

５．重要な収益の計上基準

同左

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要

な事項

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要

な事項

グループ通算制度の適用

      グループ通算制度を適用しております。

グループ通算制度の適用

同左
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〔会計方針の変更に関する注記〕

前事業年度 当事業年度

自 2024 年 4 月 1 日 自 2025 年 4 月 1 日

至 2025 年 3 月 31 日 至 2026 年 3 月 31 日

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」

等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基

準」（企業会計基準第 27 号 2022 年 10 月 28 日。

以下「2022 年改正会計基準」という。）等を当事業

年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分に関する改正については、

2022 年改正会計基準第 20-３項ただし書きに定め

る経過的な取扱いに従っております。

なお、当該会計方針の変更による計算書類への

影響はありません。

－
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〔会計上の見積りに関する注記〕

前事業年度 当事業年度

自 2024 年 4 月 1 日 自 2025 年 4 月 1 日

至 2025 年 3 月 31 日 至 2026 年 3 月 31 日

会計上の見積りにより当事業年度に係る財務

諸表にその額を計上した項目であって、翌事業年

度に係る財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性

があるものは、次のとおりであります。

繰延税金資産（負債）

(1) 当事業年度の財務諸表に計上した金額

2025 年 3 月期：繰延税金資産 54 百万円

上記の繰延税金資産 54 百万円は、繰延税金資

産 1,059 百万円と繰延税金負債 1,004 百万円の

相殺後の金額であります。

(2) 算出方法

繰延税金資産は、将来減算一時差異に対し

て、それらを回収できる課税所得が生じる可

能性が高い範囲において認識し、繰延税金負

債は、将来加算一時差異について認識してお

ります。

(3) 主要な仮定

課税所得の見積り額は将来の事業計画に基

づき算定され、経営者による外部環境を考慮

した判断及び仮定を前提としております。事

業計画における主要な仮定は、営業収益の予

測に用いられる将来の預り資産残高と預り資

産残高に対する収益率であり、過去の実績及

び中期経営計画や足元のマーケット環境を踏

まえて、策定しております。

(4) 翌事業年度の財務諸表に与える影響

繰延税金資産の認識は、課税所得の見積り

額に基づき判断しておりますが、将来の不確

実な経済条件の変動等によって影響を受ける

可能性があり、実際の金額と見積りが異なっ

た場合、翌事業年度の財務諸表において、繰

延税金資産の金額に重要な影響を与える可能

性があります。

会計上の見積りにより当事業年度に係る財務

諸表にその額を計上した項目であって、翌事業年

度に係る財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性

があるものは、次のとおりであります。

繰延税金資産（負債）

(1) 当事業年度の財務諸表に計上した金額

2026 年 3 月期：繰延税金資産 397 百万円

上記の繰延税金資産 397 百万円は、繰延税金資

産 1,568 百万円と繰延税金負債 1,170 百万円の

相殺後の金額であります。

(2) 算出方法

繰延税金資産は、将来減算一時差異に対し

て、それらを回収できる課税所得が生じる可

能性が高い範囲において認識し、繰延税金負

債は、将来加算一時差異について認識してお

ります。

(3) 主要な仮定

同左

(4) 翌事業年度の財務諸表に与える影響

同左
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〔貸借対照表に関する注記〕

前事業年度 当事業年度

（2025 年 3 月 31 日） （2026 年 3 月 31 日）

１．担保に供している資産の状況

担保に供している資産の状況は、次のとおり

であります。なお、担保に供している資産の価

額は貸借対照表計上額によっております。

(1) 担保に供している資産

商品有価証券等 17,734 百万円

(注) 上記のほか、商品有価証券等 102,065 百

万円を即時決済取引等の担保として差入

れております｡

(2) 担保に係る債務

短期借入金 17,100 百万円

１．担保に供している資産の状況

担保に供している資産の状況は、次のとおり

であります。なお、担保に供している資産の価

額は貸借対照表計上額によっております。

(1) 担保に供している資産

商品有価証券等 5,922 百万円

(注) 上記のほか、商品有価証券等 66,791 百万

円を即時決済取引等の担保として差入れ

ております｡

(2) 担保に係る債務

短期借入金 5,800 百万円

２．担保等として差入れた有価証券の時価額

(上記１を除く)

(1) 信用取引貸証券 4,986 百万円

(2) 信用取引借入金の

本担保証券

4,631 百万円

(3) 消費貸借契約によ

り貸付けた有価証

券

39,241 百万円

(4) 現先取引で売却し

た有価証券

323,992 百万円

(5) 差 入 証 拠 金 代 用  

有価証券

599 百万円

(顧客の直接預託に

係るものを除く)

(6) その他担保として

差入れた有価証券

21,893 百万円

２．担保等として差入れた有価証券の時価額

(上記１を除く)

(1) 信用取引貸証券 7,120 百万円

(2) 信用取引借入金の

本担保証券

7,294 百万円

(3) 消費貸借契約によ

り貸付けた有価証

券

51,394 百万円

(4) 現先取引で売却し

た有価証券

349,291 百万円

(5) 差 入 証 拠 金 代 用  

有価証券

885 百万円

(顧客の直接預託に

係るものを除く)

(6) その他担保として

差入れた有価証券

36,395 百万円



－ 31 －

前事業年度 当事業年度

（2025 年 3 月 31 日） （2026 年 3 月 31 日）

３．担保等として差入れを受けた有価証券の  

時価額

(1) 信用取引貸付金の

本担保証券

51,341 百万円

(2) 信用取引借証券 4,291 百万円

(3) 消費貸借契約によ

り借入れた有価証

券

37,395 百万円

(4) 現先取引で買付け

た有価証券

454,818 百万円

(5) 受 入 保 証 金 代 用  

有価証券(再担保に

供する旨の同意を

得たものに限る)

110,881 百万円

(6) その他担保として

差入れを受けた有

価証券で自由処分

権の付されたもの

17,989 百万円

３．担保等として差入れを受けた有価証券の  

時価額

(1) 信用取引貸付金の

本担保証券

65,179 百万円

(2) 信用取引借証券 4,577 百万円

(3) 消費貸借契約によ

り借入れた有価証

券

49,770 百万円

(4) 現先取引で買付け

た有価証券

491,638 百万円

(5) 受 入 保 証 金 代 用  

有価証券(再担保に

供する旨の同意を

得たものに限る)

132,103 百万円

(6) その他担保として

差入れを受けた有

価証券で自由処分

権の付されたもの

19,075 百万円

４．有形固定資産の減価償却累計額

4,097 百万円

４．有形固定資産の減価償却累計額

3,833 百万円

５．関係会社に対する債権及び債務

(1) 債権

短期債権 96 百万円

長期債権 1,490 百万円

(2) 債務

短期債務 16,345 百万円

５．関係会社に対する債権及び債務

(1) 債権

短期債権 51 百万円

長期債権 1,494 百万円

(2) 債務

短期債務 30,225 百万円

６．特別法上の準備金の計上を規定した法令の

条項

金融商品取引責任

準備金

金融商品取引法  

第 46 条の 5 第 1項

６．特別法上の準備金の計上を規定した法令の

条項

同左



－ 32 －

〔損益計算書に関する注記〕

前事業年度 当事業年度

自 2024 年 4 月 1 日 自 2025 年 4 月 1 日

至 2025 年 3 月 31 日 至 2026 年 3 月 31 日

関係会社との取引高

営業取引による取引高

関係会社への営業費用 3,110 百万円

営業取引以外の取引によ

る取引高
94 百万円

関係会社との取引高

営業取引による取引高

関係会社への営業費用 3,419 百万円

営業取引以外の取引によ

る取引高
93 百万円

〔株主資本等変動計算書に関する注記〕

前事業年度（自 2024 年 4月 1 日 至 2025 年 3 月 31 日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当事業年度期首

株式数

当事業年度

増加株式数

当事業年度

減少株式数

当事業年度末

株式数

発行済株式

普通株式 100,000 株 －株 －株 100,000 株

  合  計 100,000 株 －株 －株 100,000 株

自己株式

普通株式 －株 －株 －株 －株

  合  計 －株 －株 －株 －株

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

（ 決 議 ） 株式の種類
配当金の
総  額

1 株 当 た り
配 当 額

基  準  日 効力発生日

2024 年 6 月 3 日
定時株主総会

普通株式 8,632 百万円 86,324 円 2024年3月31日 2024年6月4日

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

（ 決 議 ） 株式の種類
配当金の
総  額

配当の原資
1 株当たり
配 当 額

基 準 日 効力発生日

2025 年 5 月 19 日
取締役会

普通株式 5,652 百万円 利益剰余金 56,525 円 2025年3月31日 2025年6月3日
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当事業年度（自 2025 年 4月 1 日 至 2026 年 3 月 31 日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当事業年度期首

株式数

当事業年度

増加株式数

当事業年度

減少株式数

当事業年度末

株式数

発行済株式

普通株式 100,000 株 －株 －株 100,000 株

  合  計 100,000 株 －株 －株 100,000 株

自己株式

普通株式 －株 －株 －株 －株

  合  計 －株 －株 －株 －株

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

（ 決 議 ） 株式の種類
配当金の
総  額

1 株 当 た り
配 当 額

基  準  日 効力発生日

2025 年 5 月 19 日
取締役会

普通株式 5,652 百万円 56,525 円 2025年3月31日 2025年6月3日

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

（ 決 議 ） 株式の種類
配当金の
総  額

配当の原資
1 株当たり
配 当 額

基 準 日 効力発生日

2026 年 5 月 18 日
取締役会

普通株式 2,000 百万円 利益剰余金 20,000 円 2026年3月31日 2026年6月2日
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〔税効果会計に関する注記〕

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

前事業年度 当事業年度

(2025 年 3 月 31 日) (2026 年 3 月 31 日)

繰延税金資産

退職給付引当金 1,418 百万円 1,338 百万円

賞与引当金 646 百万円 998 百万円

資産除去債務 453 百万円 463 百万円

金融商品取引責任準備金 314 百万円 380 百万円

事業税 116 百万円 256 百万円

貸倒引当金 228 百万円 234 百万円

株式報酬費用 147 百万円 199 百万円

賞与引当に係る社会保険料 78 百万円 125 百万円

その他 238 百万円 221 百万円

繰延税金資産小計 3,644 百万円 4,218 百万円

評価性引当額 △2,584 百万円 △2,650 百万円

繰延税金資産合計 1,059 百万円 1,568 百万円

繰延税金負債

前払年金費用 △726 百万円 △912 百万円

資産除去債務に対応する除去費用 △227 百万円 △230 百万円

その他 △50 百万円 △27 百万円

繰延税金負債合計 △1,004 百万円 △1,170 百万円

繰延税金資産（負債）の純額 54 百万円 397 百万円

２．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

前事業年度 当事業年度

（2025 年 3 月 31 日） （2026 年 3 月 31 日）

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７

年法律第 13 号）が令和７年３月 31 日に国会で成

立し、令和８年４月１日以後に開始する事業年度

から法人税率等の引き上げ等が行われることに

なりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延

税金負債の計算に使用する法定実効税率は前事

業年度の計算において使用した 30.5％から、令

和８年４月１日に開始する事業年度以後に解消

が見込まれる一時差異については 31.4％となり

ます。

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰

延税金負債の金額を控除した金額）が 27 百万円、

その他有価証券評価差額金が 0 百万円それぞれ

減少し、法人税等調整額が 27 百万円増加してお

ります。

－
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〔金融商品に関する注記〕

１．金融商品の状況に関する事項

当社は金融商品取引業を営んでおり、トレーディング業務におけるトレーディングポジションを

保有しているほか、顧客に対する信用取引貸付金等の信用取引資産などの金融資産を有しておりま

す。一方、事業に必要な資金の調達に伴い、短期・長期の借入金及びコールマネー等の金融負債を有

しております。また、資産及び負債の総合的な管理の一環として、デリバティブ取引を行っておりま

す。

当社ではこれらの金融資産、金融負債及びデリバティブ取引に関わるマーケットリスク、取引先

リスク、流動性リスク並びに金利変動リスク等を管理するため、社内規程等に従い、ポジション枠や

与信枠及び資金繰り状況等の適切な管理に努めております。

２．金融商品の時価等に関する事項

前事業年度（2025 年 3 月 31 日）

2025 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりであ

ります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません。（（注 1）をご参照ください。）

また、現金・預金、預託金、信用取引資産、有価証券担保貸付金、短期差入保証金、短期貸付金、信

用取引負債、約定見返勘定、有価証券担保借入金、預り金、受入保証金、短期借入金は短期間で決済

されるため時価が帳簿価額と近似していることから、注記を省略しております。

（単位：百万円）

貸借対照表

計上額
時価 差額

(1) 商品有価証券等 519,246 519,246 －

資産計 519,246 519,246 －

(2) 商品有価証券等 461,861 461,861 －

負債計 461,861 461,861 －

(3) デリバティブ取引

ヘッジ会計が適用されていないもの 37 37 －

デリバティブ取引計(*) 37 37 －

(*)  デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味

の債務となる場合は、( )で示しております。

（注 1）市場価格のない株式等

（単位：百万円）

区分 貸借対照表計上額

非上場株式（*1）        341

組合出資金（*2）        565

(*1) 非上場株式については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適

用指針第 19 号 2020 年 3 月 31 日）第５項に基づき、時価開示の対象とはしておりませ

ん。

(*2) 組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第 31 号 2021 年 6 月 17 日）第 24-16 項に基づき、時価開示の対象とはしておりま

せん。

（注 2）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

(1)商品有価証券等、 (2)商品有価証券等

これらの時価について、株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は日本証券業協会が公表す

る価格等、投資信託は取引所の価格又は公表されている基準価額等によっております。
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(3)デリバティブ取引

これらの時価については、取引の対象物の種類ごとに以下の方法によっております。

株式 ･･･ 取引所が定める清算値段、又は原証券の時価、ボラティリティ、金利を基準として算定

した価格

債券 ･･･ 取引所が定める清算値段

通貨 ･･･ 取引所が定める清算価格、又は先物相場

金利 ･･･ 取引先金融機関等から提示された価格等

商品 ･･･ 取引所における最終価格

当事業年度（2026 年 3 月 31 日）

2026 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりであ

ります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません。（（注 1）をご参照ください。）

また、現金・預金、預託金、信用取引資産、有価証券担保貸付金、短期差入保証金、短期貸付金、約

定見返勘定、信用取引負債、有価証券担保借入金、預り金、受入保証金、短期借入金は短期間で決済

されるため時価が帳簿価額と近似していることから、注記を省略しております。

（単位：百万円）

貸借対照表

計上額
時価 差額

(1) 商品有価証券等 403,101 403,101 －

資産計 403,101 403,101 －

(2) 商品有価証券等 367,979 367,979 －

負債計 367,979 367,979 －

(3) デリバティブ取引

ヘッジ会計が適用されていないもの 89 89 －

デリバティブ取引計(*) 89 89 －

(*)  デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味

の債務となる場合は、( )で示しております。

（注 1）市場価格のない株式等

（単位：百万円）

区分 貸借対照表計上額

非上場株式（*1）        341

組合出資金（*2）        468

(*1) 非上場株式については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適

用指針第 19 号 2020 年 3 月 31 日）第５項に基づき、時価開示の対象とはしておりませ

ん。

(*2) 組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第 31 号 2021 年 6 月 17 日）第 24-16 項に基づき、時価開示の対象とはしておりま

せん。

（注 2）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

(1)商品有価証券等、 (2)商品有価証券等

これらの時価について、株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は日本証券業協会が公表す

る価格等、投資信託は取引所の価格又は公表されている基準価額等によっております。
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(3)デリバティブ取引

これらの時価については、取引の対象物の種類ごとに以下の方法によっております。

株式 ･･･ 取引所が定める清算値段、又は原証券の時価、ボラティリティ、金利を基準として算定

した価格

債券 ･･･ 取引所が定める清算値段

通貨 ･･･ 取引所が定める清算価格、又は先物相場

金利 ･･･ 取引先金融機関等から提示された価格等

商品 ･･･ 取引所における最終価格

〔関連当事者との取引に関する注記〕

前事業年度（自 2024 年 4月 1 日 至 2025 年 3 月 31 日）

１．親会社及び法人主要株主等
（単位：百万円）

種 類 会社等の名称
議決権等の
所有(被所
有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

親会社 株式会社岡三証
券グループ

被所有
直接 100%

資金の借入 資金の借入(注) 14,000 短期借入金   16,000

利息の支払(注) 107 その他の流動負
債

7

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）資金の借入については、市場金利をもとに利率を決定しており、担保は供しておりませ

ん。

２．兄弟会社等
                                                                                

（単位：百万円）

種 類 会社等の名称
議決権等の
所有(被所
有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

親会社の
子会社

岡三情報システ
ム株式会社(注
2)

なし 事務の委託 事務委託費の支払
(注 1)

9,825 その他の流動負
債

     903

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注 1）事務委託費の支払については、岡三情報システム株式会社から提示された価格及び料率に

基づき、交渉の上決定しております。なお、取引金額には消費税等を含めておらず、期末

残高には消費税等を含めております。

（注 2）岡三情報システム株式会社と岡三ビジネスサービス株式会社は、2025 年 4 月 1 日を効力

発生日として岡三情報システム株式会社を存続会社とする吸収合併を行い、岡三ビジネス

＆テクノロジー株式会社に商号変更しております。
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当事業年度（自 2025 年 4月 1 日 至 2026 年 3 月 31 日）

１．親会社及び法人主要株主等
（単位：百万円）

種 類 会社等の名称
議決権等の
所有(被所
有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

親会社 株式会社岡三証
券グループ

被所有
直接 100%

資金の借入 資金の借入(注) 14,000 短期借入金   30,000

利息の支払(注) 249 その他の流動負
債

28

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）資金の借入については、市場金利をもとに利率を決定しており、担保は供しておりませ

ん。

２．兄弟会社等

                                                                                

（単位：百万円）

種 類 会社等の名称
議決権等の
所有(被所
有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

親会社の
子会社

岡三ビジネス＆
テクノロジー株
式会社

なし 事務の委託 事務委託費の支払
(注)

10,996 その他の流動負
債

   1,055

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）事務委託費の支払については、岡三ビジネス＆テクノロジー株式会社から提示された価格

及び料率に基づき、交渉の上決定しております。なお、取引金額には消費税等を含めてお

らず、期末残高には消費税等を含めております。

〔収益認識に関する注記〕

前事業年度 当事業年度

自 2024年4月１日
至 2025年3月31日

自 2025年4月１日
至 2026年3月31日

収益を理解するための基礎となる情報は〔重要な会計

方針に係る事項に関する注記〕「５.重要な収益の計上

基準」に記載のとおりです。

同左

〔1 株当たり情報に関する注記〕

前事業年度 当事業年度

自 2024年4月１日
至 2025年3月31日

自 2025年4月１日
至 2026年3月31日

１．１株当たり純資産額 830,691円 21銭 １．１株当たり純資産額 872,448円 45銭

２．１株当たり当期純利益金額 76,525円 36銭 ２．１株当たり当期純利益金額 98,472円 69銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２．借入金の主要な借入先及び借入金額

（単位：百万円）

前事業年度 当事業年度

（2025 年 3 月 31 日） （2026 年 3 月 31 日）

借 入 先 の 氏 名 又 は 名 称 借入金額 借 入 先 の 氏 名 又 は 名 称 借入金額

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 9,000 株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 6,500

株 式 会 社 り そ な 銀 行 7,700 株 式 会 社 り そ な 銀 行 6,000

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 5,200 株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 4,945

株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 4,945 三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 4,700

注）市中銀行からの借入のうち、コールマネーを除く主要なものを記載しております。

３．保有する有価証券（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。）の

取得価額、時価及び評価損益

(1) 市場価格のない株式等以外のもの                      （単位：百万円）

前事業年度 当事業年度

（2025 年 3 月 31 日） （2026 年 3 月 31 日）

取得価額 時 価 評価損益 取得価額 時 価 評価損益

1.流動資産

(1)株 券 － － － － － －

(2)債 券 － － － － － －

(3)その他 － － － － － －

2.固定資産

(1)株 券 － － － － － －

(2)債 券 － － － － － －

(3)その他 － － － － － －

合   計 － － － － － －

(2) 市場価格のない株式等の貸借対照表計上額             （単位：百万円）

区 分
前事業年度 当事業年度

（2025 年 3 月 31 日） （2026 年 3 月 31 日）

固定資産

  株式（非上場株式） 341 341

  その他 565 468
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４．デリバティブ取引（トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。）の契

約価額、時価及び評価損益

該当事項はありません。

５．財務諸表に関する会計監査人等による監査の有無

当社は、2025 年 3 月期（2024 年 4 月 1 日から 2025 年 3 月 31 日まで）及び 2026 年 3 月期（2025

年 4 月 1 日から 2026 年 3 月 31 日まで）の貸借対照表及び損益計算書並びに株主資本等変動計算書

について、会計監査人である東陽監査法人による会社法第 436 条第 2 項第 1 号に基づく監査を受け

ております。
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Ⅳ．管理の状況

１．内部管理の状況の概要

当社では、証券会社の持つ社会的責任と公共性を強く認識し、コンプライアンスの充実を経営の

最重要課題ととらえ、法令や社会的規範の遵守の徹底、企業倫理の確立に日々努めております。

（1）コンプライアンス体制

取締役会をコンプライアンス最高責任機関とし、コンプライアンスに関する重要事項については、

代表権のある役員を「内部管理統括責任者」として、コンプライアンス関係諸事項を統括管理させて

います。「内部管理統括責任者」の下に「内部管理統括補助責任者」を、各営業店部には「営業責任

者」と「内部管理責任者」を指名して、金融商品取引法その他の法令諸規則等の遵守、投資勧誘や顧

客管理が適正に行なわれるよう意識醸成や教育指導を行い、コンプライアンスの徹底を図っており

ます。また、コンプライアンス関係諸事項を担当する部署として、コンプライアンス部門にコンプラ

イアンス部、取引審査部、法務部、お客さま相談室、検査部の 5部署を置いて、法令遵守態勢や顧客

保護に関する管理態勢の整備・確立を図っております。

なお、コンプライアンス部門の組織、部署別の業務分掌につきましては下記のとおりであります。

部名 業務分掌

コンプライアンス部 1.法令順守態勢の企画・立案及び統括
2.営業店の内部管理に関する事項
3.残高照合に関する事項
4.事故に関する調査及び処理
5.事故等の立替金の管理及び処理に関する事項
6.外部諸機関による顧客取引の照会対応に関する事項
7.顧客の有価証券等の売買、為替取引、その他の取引等の状況の考査に関する事項
8.営業員の営業活動の状況の考査に関する事項
9.管理資料による顧客管理に関する事項
10.マネーローンダリングに関する事項
11.特定顧客の情報に関する事項
12.岡三オンライン証券カンパニーの与信取引口座開設の審査に関する事項
13.岡三オンライン証券カンパニーの広告審査に関する事項

取引審査部 1.有価証券等の価格形成動向の監視に関する事項
2.内部者取引の未然防止のための情報管理・顧客管理・売買管理に関する事項
3.役職員自己取引の管理に関する事項
4.利益相反のおそれのある取引等の管理に関する事項
5.利益相反管理体制の整備に関する事項

法務部 1.顧客等との訴訟、調停等に関する事項
2.顧客等との紛争についての法律事項
3.裁判所、行政当局等からの照会に関する事項
4.本支店における顧客取引に係る法律事項に関する助言
5.顧客との紛争等に関係する諸法令・諸規則に係る調査、研究及び指導に関する事項

お客さま相談室 1.苦情及び紛争に関する調査及び処理
2.各種問合せ対応に関する事項

検査部 営業店・本社及び金融商品仲介業者の検査に関する事項

（2）コンプライアンスの実践

全役職員が業務を遂行する上でのコンプライアンスの基本的心構えとして、「倫理コード」を制定

し、イントラネットに掲載して全職員に周知徹底するとともに、当社ホームページで公表しており

ます。コンプライアンスの取組みとしては、コンプライアンス状況を点検する社内検査をはじめ、顧

客取引のモニタリング、各種研修を開催するなどにより、コンプライアンス実践の充実・強化に努め

ております。
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（3）お客さまからのお問合せ・相談・苦情に対する取扱い

当社では、お問合せ・苦情・ご意見・ご要望など幅広くお客さまの声をお伺いできるように、お客

さま相談室専用フリーダイヤルを設置しております。お客さま相談室は、営業店部、フリーダイヤ

ル、本社宛の手紙等を経由して寄せられるお客さまの声を真摯に受け止め、苦情等については、営業

店部への対応要請と助言・指導を行っております。また、苦情ならびにご意見・ご要望を集約し、適

宜、経営への報告を行うとともに関連部署と連携しながら業務運営の見直し等を図っております。

これからもお客さま本位の観点に立ち、こうした取組みを継続することにより、お客さまの当社に

対する満足度を高め、より深い信頼が得られるようにしてまいりたいと考えております。

（4）内部監査体制

業務執行から独立した内部監査部を設置し、当社における全ての業務及び組織に対し内部監査を

実施しております。重要度の高いリスクに係る内部管理態勢の有効性と適切性の検証を通じて、経

営に資する指摘・助言を行っています。内部監査の結果については、取締役会並びに監査等委員会に

対して報告しております。

なお、内部監査部の業務分掌につきましては下記のとおりであります。

部名 業務分掌

内部監査部 内部監査に関する事項
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２.分別管理等の状況

（1）金融商品取引法第 43 条の２の規定に基づく分別管理の状況

当社では、東陽監査法人に、日本公認会計士協会が定める業種別委員会実務指針第 54 号に準

拠した「顧客資産の分別管理の法令遵守に関する保証業務」を依頼しております。

2026 年 3 月 31 日現在において当社は、顧客資産の分別管理に関する経営者報告書における

経営者の主張が、全ての重要な点において法令及び規則に準拠して記載されているものと認

められる主旨の保証報告書を、同監査法人より受領しています。詳細は、当社 Web サイト

（https://www.okasan.co.jp/about/businessinfo/2025.html）をご覧ください。

① 顧客分別金信託の状況

項目
2025年3月31日現在

の金額

2026年3月31日現在

の金額

直近差替計算基準日の顧客分別金必要額 76,341 百万円 103,340 百万円

顧客分別金信託額 80,200 百万円 108,600 百万円

期末日現在の顧客分別金必要額 67,904 百万円 100,980 百万円

②有価証券の分別管理の状況

イ. 保護預り等有価証券

ロ. 有価証券の種類
2025 年 3 月 31 日現在

国内証券 外国証券

株 券 株 数 1,849,268 千株 98,917 千株

債 券 額 面 金 額 1,255,472 百万円 485,340 百万円

受 益 証 券 口 数 2,293,490 百万口 5,644 百万口

その他

新株予約

権 証 券
ワラント －      －

ｺﾏｰｼｬﾙ・

ﾍ ﾟ ｰ ﾊ ﾟ ｰ
額面金額 52,500 百万円      －

日 本 型

預託証券
金  額 304 百万円      －

有価証券の種類

2026 年 3 月 31 日現在

国内証券 外国証券

株 券 株 数 2,122,976 千株 86,928 千株

債 券 額 面 金 額 1,494,692 百万円 461,324 百万円

受 益 証 券 口 数 2,375,739 百万口 7,425 百万口

その他

新株予約

権 証 券
ワラント －      －

ｺﾏｰｼｬﾙ・

ﾍ ﾟ ｰ ﾊ ﾟ ｰ
額面金額 19,700 百万円      －

日 本 型

預託証券
金    額 424 百万円      －
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ロ．受入保証金代用有価証券

有価証券の種類 2025 年 3 月 31 日現在 2026 年 3 月 31 日現在

株 券 株 数 85,253 千株 94,037 千株

債 券 額面金額 380 百万円 228 百万円

受 益 証 券 口 数 16,259 百万口 12,652 百万口

その他（日本型

預 託 証 券 ）
金 額 43 百万円 68 百万円

（注）受入保証金代用有価証券のうち、顧客分別金の計算の対象とされる第三者への再担保
差入はありません。

＜参考時価情報＞

株券の参考時価情報

保護預り等有価証券

2025 年 3 月 31 日現在 2026 年 3 月 31 日現在

国内証券 外国証券 国内証券 外国証券

2,904,591 百万円 567,186 百万円 4,040,840 百万円 606,537 百万円

受入保証金代用有価証券

2025 年 3 月 31 日現在 2026 年 3 月 31 日現在

114,684 百万円 137,067 百万円

ハ．管理の状況

顧客の有価証券は、法令を遵守して下記のように分別管理しております。

有価証券の種類 会社の管理形態

国内上場株券

上場新株予約権付社債券

上場投資証券等

上場出資証券

上場新株予約権証券

原則として、「社債、株式等の振替に関する法律」に基づき、当社は口

座管理機関として証券保管振替機構において、自己口座と顧客口座に

区分した振替口座簿により当社の固有有価証券等と顧客有価証券と

を区分管理しております。顧客有価証券に係る各顧客の持分について

は、当社の帳簿等により、直ちに判別できるよう管理しています。但

し、日本銀行出資証券につきましては、券面不発行対象外であるため、

当社金庫において固有有価証券等の管理場所と明確に区分し、単純保

管の場合は、どの顧客の有価証券であるかが直ちに判別できる状態で

管理し、混合保管の場合は、帳簿等により各顧客の持分が直ちに判別

できるよう管理しています。

国内上場外国株券 「社債、株式等の振替に関する法律」に基づき、当社は口座管理機関

として証券保管振替機構において、自己口座と顧客口座に区分した振

替口座簿により当社の固有有価証券等と顧客有価証券とを区分管理

し、混合して管理しています。顧客有価証券については、当社の帳簿

等により各顧客の持分が直ちに判別できるよう管理しています。
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有価証券の種類 会社の管理形態

新株予約権付社債以外の

国内債券

・当社金庫において、帳簿等により当社の固有有価証券等と顧客有

価証券とを区分管理し、混合して管理しています。顧客有価証券に

ついては、当社の帳簿等により各顧客の持分が直ちに判別できる

よう管理しています。

・国債及びその他の債券の券面不発行分については、「社債、株式等

の振替に関する法律」に基づき、当社は口座管理機関として国債は

日本銀行において、その他の債券（トークン化有価証券は除く）は

証券保管振替機構において自己口座と顧客口座に区分した振替口

座簿により固有有価証券と顧客有価証券とを区分管理していま

す。顧客有価証券に係る各顧客の持分については、当社の帳簿等に

より、直ちに判別できるよう管理しています。

国内投資信託受益証券

国内投資信託受益権

上場投資信託受益権

・国内投資信託受益証券については、当社金庫にて帳簿等により固

有有価証券等と顧客有価証券とを区分管理し、混合して管理して

います。顧客有価証券に係る各顧客の持分については、当社の帳簿

等により直ちに判別できるよう管理しています。

・国内投資信託受益権及び上場投資信託受益権については、「社債、

株式等の振替に関する法律」に基づき、当社は口座管理機関として

証券保管振替機構において、自己口座と顧客口座に区分した振替

口座簿により固有有価証券と顧客有価証券とを区分管理していま

す。顧客有価証券に係る各顧客の持分については、当社の帳簿等に

より、直ちに判別できるよう管理しています。

外国株券

外国債券

外国投資信託受益証券等

海外の保管機関において、固有有価証券等と顧客有価証券とを区分

させ、顧客有価証券に係る各顧客の持分は、当社の帳簿等により直ち

に判別できる状態で混合して管理しています。但し、上海証券取引所

上場株式、シンセン証券取引所上場株式については、当社の帳簿等に

より、固有有価証券分と顧客有価証券分とを区分し、顧客有価証券に

係る各顧客の持分が直ちに判別できるよう管理しています。

（2）金融商品取引法第 43 条の２の２の規定に基づく区分管理の状況

該当ありません。
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（3）金融商品取引法第 43 条の３の規定に基づく区分管理（電子記録移転有価証券表示権利等に

係るものを除く。）の状況

同条第１項の規定に基づく区分管理の状況               （単位：百万円）

管理の方法
2025年3月31日

現在

2026年3月31日
現在

内   訳

金 銭 金銭信託 2,000 2,000 日証金信託銀行株式会社
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Ⅴ．連結子会社等の状況に関する事項

１．企業集団の構成

   該当ありません。

２．子会社等の商号又は名称、本店又は主たる事務所の所在地、資本金の額、事業の内容等

   該当ありません。



（ご参考）当社プロフィール要約

商 号：岡三証券株式会社

Ｗｅｂサイト：https://www.okasan.co.jp

設 立：2003 年 4 月

資 本 金：50 億円

代 表 者：代表取締役社長 大杉茂（2026 年 4月就任）

従 業 員 数：2,699 人（2026 年 3 月末）

（うち登録外務員数 2,612 人）

金融商品取引業の登録状況：第一種金融商品取引業、第二種金融商品取引業、

投資助言・代理業、投資運用業

登 録 番 号：関東財務局長（金商）第 53 号

加 入 協 会：日本証券業協会、一般社団法人資産運用業協会、

一般社団法人金融先物取引業協会、

一般社団法人第二種金融商品取引業協会

加 入 取 引 所：札幌証券取引所、東京証券取引所、大阪取引所、名古屋証券取引所、

福岡証券取引所、東京金融取引所

加 入 投 資 者 保 護 基 金：日本投資者保護基金

指 定 紛 争 解 決 機 関：特定非営利活動法人証券・金融商品あっせん相談センター

（略称：FINMAC）

【個人・一般事業法人向けの商品・サービス（主なもの）】

取扱

商品

取引

形態

株式 債券

投資信託
ETF･

REIT

先物･

オプション

証券

CFD
FX

国内株 外国株 国内債 外国債

対面取引 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ×

コンタクト

センター
○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ×

オムニネット ○ ○
(※1)

× × ○
(※2)

○ × × ×

岡三

オンライン
○ × × × ○ ○ × 〇 ○

○：取扱あり。×：取扱なし。詳細は、当社営業店舗までお問い合わせください。

※1 オムニネットでの外国株取引は、アメリカ株式及び香港株式のうち一部の銘柄のお取扱いとなります。

※2 オムニネットでの投資信託取引は、当社取扱い銘柄のうち一部の銘柄のお取扱いとなります。

当社では、上記の商品・サービスのほか、有価証券の引受け業務や機関投資家向けの各種商品やサービス

の提供なども行っております。当社の業務の詳細は、「業務及び財産の状況に関する説明書」本文をご参照

ください。



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

岡三証券株式会社 企画部 

〒103-0022 東京都中央区日本橋室町 2－2－1 

℡ 03(3272)2211㈹ 
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